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県教育庁特別支援教育課指導班

特別支援教育課 課長 佐々木 孝紀

安全・安心な学校と一人一人の確実な成長を目指して

新緑が目に鮮やかな季節となりました。各学校では、新入生が加わり、校内に賑やかな声が響き

渡り、子どもたちは毎日の活動に心躍らせていることと思います。

今年度も、子どもたちの学びの場を守っていくために、安全・安心な学校を第一に考えていきま

す。感染症、災害、生徒指導上の問題など、子どもたちの命や生活を脅かすことが年々増えてきて

います。特に、新型コロナウイルス感染症については、次々と状況が変化し、この後も手探りの対

応が続くことが予想されます。最善の対応に徹底して取り組んでいけるよう、これまで以上に情報

を共有していきます。

この２年、学校においては、制限のある中でも、子どもたちが明るく、楽しく、元気に過ごせる

ように、創意工夫を凝らして行事や活動を実施してきています。難しい状況は続きますが、新たな

活動を創出するチャンスでもあります。これまでの活動の意義を再確認し、子どもたちが確実に成

長につながる教育活動を展開することをお願いします。また、災害や事件等も含めて、自分の命を

守る術を身に付けることができるよう指導をお願いします。

第三次秋田県特別支援教育総合整備計画は５年目、最終年となります。本整備計画の目指すとこ

ろは一人一人の「自立と社会参加」です。改めて、一人一人の教育的ニーズを把握し、適切な指導

や支援を行う特別支援教育を推進し、子どもたちの確実な成長を実現することが私たちの役目と考

えます。そのためにも、今年度は、特に教師の本分である「授業力」を高めることに力を注いでい

きます。子どもたちが目を輝かせ、確実に力を付けていける授業が展開されることを願います。特

別支援教育課としても様々な形で協力をすることで、各校の特別支援教育が前に進んでいけるよう

尽力していきます。

また、次期計画の策定準備を進めております。子どもたちを取り巻く社会は凄まじいスピードで

進化し続けています。これまでの計画を評価し、新しい時代に対応できる計画にするため、今後の

秋田県の特別支援教育について、様々な方々から意見を伺い検討を重ね、次年度のスタートに向け

た準備を進めていきます。御協力をよろしくお願いいたします。

今年度も秋田県の子どもたちや保護者のため、特別支援教育のため、共に頑張っていきましょう。

どうぞよろしくお願いいたします。



令和４年度 特別支援教育課紹介

課 長 佐々木 孝紀

【指 導 班】
０１８－８６０－５１３５
副主幹（兼）班長 清 水 潤（指導班総括）
主任指導主事 中 村 素 子（統合型校務支援システム、計画・要請訪問他）
主任指導主事 菊 地 真 理（教育課程、教職キャリア指標・研修体系、医療的ケア他）
指導主事 小 野 武 則（教科書、学校図書、中堅教諭等資質向上研修、PTA他）
指導主事 藤 井 奈緒子（生徒指導、就学事務、交流及び共同学習、訪問教育他）
指導主事 進 藤 拓 歩（就労・職場定着促進事業、進路指導、授業改善・研究他）
指導主事 齊 藤 徹（e-AKITA ICT 学び推進プラン事業、初任者研修、特文連他）
指導主事 工 藤 智 史（高等部入学選考、寄宿舎、センター的機能、特体連、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ人材ﾊﾞﾝｸ他）

【管 理 班】 【調整・企画班（兼高校教育課）】
０１８－８６０－５１３３ ０１８－８６０－５１６１
副主幹（兼）班長 小 山 高 志 主幹（兼）班長 佐 藤 政 彦
主任管理主事 佐 藤 明 副 主 幹 明 石 陽 子
管理主事 黒 澤 貴 之 副 主 幹 須 田 輝 樹
管理主事 小 川 成 樹 副 主 幹 佐々木 和 幸
管理主事 近 江 龍 静 副 主 幹 山 本 誠
非常勤職員 福 司 佳 子 主 任 佐々木 浩 太

主 事 齊 藤 博 子
非常勤職員 藤 本 美和子

令和４年度 特別支援教育課所管事業の紹介

☆今年度の事業について紹介します。

・通常の学級実践研修 ・通級による指導実践研修 ・特別支援学級実践研修

・視覚支援学校サテライト教室 ・聴覚支援学校サテライト教室

・Ｗｅｂ上の情報提供（障害別支援ガイド）

・就学支援地区別担当者会 ・教育支援連絡協議会 ・就学や教育に関する相談会

・交流及び共同学習（居住地校交流）

特別支援教育体制整備推進事業）

・専門家・支援チーム ・高等学校特別支援隊

・新任特別支援教育コーディネーター研修会 ・特別支援教育かがやきミーティング

・特別支援教育コーディネーター地区別連携協議会 ・特別支援教育支援員研修会

・学校と放課後等デイサービスの連携促進会議

事業内容等については

次号以降で紹介する予定です。


